
〈活用イメージ〉 

平成３１年３月２２日 

都 市 局 

まちづくり推進課 

民間によるスタートアップ・イノベーションの拠点整備を推進します 

～都市再生特別措置法施行令の一部を改正する政令を閣議決定～ 

Ⅰ．背景 

都市再生特別措置法（平成 14年法律第 22 号。以下「法」という。）第 71条に基づき、民間都市開

発推進機構（以下「民都機構」という。）は、国土交通大臣の認定を受けた民間都市開発事業に対し、

都市再生整備事業支援業務（金融支援業務）を行うことができることとされています。この支援の限度

額は、公共施設等その他公益的施設であって政令で定めるものの整備に要する費用の額の範囲内に限る

と定められ、国土交通大臣の認定を申請することができる事業の規模は都市再生特別措置法施行令（平

成 14年政令第 190 号。以下「令」という。）第 23条において、原則「0.5ha 以上」、三大都市圏の既

成市街地等を除く地方都市では「0.2ha 以上」と定められています。 

今後、地域経済を牽引するビジネスの環境改善・強化に向けて、新規事業の創出につながる施設の整

備を推進するため、民都機構の行う金融支援業務に係る公益的施設として、「民間事業者間の交流又は

連携の拠点となる集会施設」を新たに定める必要があります。 

また、地方都市において、比較的小規模であっても優良な民間都市開発事業を緊急かつ強力に推進す

るため、平成 31 年３月 31 日までの時限的な特例として講じている規模要件の緩和措置※について、引

き続き適用期限を延長する必要があります。 
 
※ 三大都市圏の近郊整備地帯等及び政令指定都市においては、事業区域面積を原則「0.5ha 以上」から「0.2ha 以上」

に緩和。また、三大都市圏の既成市街地等を除く地域では、地域の生活に必要な都市機能（福祉、子育て支援等）の
増進に資する事業は、事業区域面積が 500 ㎡以上であれば支援対象となる。 

Ⅱ．改正の概要 

（１） 民都機構の行う金融支援業務の支援限度額の算定対象となる公益的     

施設として、「民間事業者間の交流又は連携の拠点となる集会施設」を  

定めます。 

（２） 都市再生整備事業の規模要件の緩和措置を３年間延長し、平成 34 

年３月 31日までとします。（令附則第２項） 

Ⅲ．今後のスケジュール 

施行：平成 31年４月１日 
 

最近における地域経済の状況に鑑み、民間都市開発推進機構が行う都市再生整備事業支援業務に係

る公益的施設として、新たに民間事業者間の交流又は連携の拠点となる集会施設を定める等の「都市

再生特別措置法施行令の一部を改正する政令」が、本日、閣議決定されました。 
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